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EPO における特許異議手続中の補正に関する事項が拡大審判部に付託される 
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１. はじめに 

EPO において権利付与後の異議申立制度が設けられています。異議部は、Art.100EPC に規定

の以下の異議申立理由のうち少なくとも 1 つを充足するか否かを審理します。 

 

【異議申立理由】 

(i) EP 特許の対象が Art.52 EPC～Art.57 EPC*1に基づいて特許を受けることができないこと。 

(ii) EP 特許が発明を当該技術の熟練者が実施することができる程度に明確かつ十分に開示していないこ

と。 

(iii) EP 特許の対象が出願時の出願内容を超えていること、又は、特許が分割出願について若しくは Art.61 

EPC*2に従って提出された新たな出願について付与された場合は、先の出願の出願時の内容を超えて

いること。 
 
 

異議部は異議手続中に特許権者が行った補正を考慮し、 (i) EPC の特許要件や補正の要件及び

これらに関する施行規則に定める条件が満たされている場合、補正された明細書を維持するとい

う決定をするのに対し、(ii) EPC の要件を満たしていないと認める場合、当該特許を取り消しま

す。*3 

 

なお、付与された特許に対して異議申立が請求されなかった場合、または、異議申立が請求さ

れても特許が維持された場合、各国の無効審判（裁判）により各国に登録された特許権を取り消

すことができる場合があります。但し、各国の無効審判においては、その国の特許権のみを取り

消すことができます。 

 

異議手続において、特許権者は補正を行うことができます。但し、この補正は、保護範囲を拡

張するように補正することができないと共に、Art.100 EPC に規定の異議申立理由に対応した補

                                                   

*1 特許を受けることができる発明（Art.52 EPC）、特許性の例外（Art.53 EPC）、新規性（Art.54 EPC）、新規性に

影響を与えない開示（Art.55 EPC）、進歩性（Art.56 EPC）、産業上の利用性（Art.57 EPC） 

*2 Art.61 EPC は、欧州特許を受ける権利を有していない者による欧州特許出願を規定している。  

*3 異議部は，異議申立の理由の少なくとも 1によって，欧州特許を維持することができないと認める場合は，特許を

取り消す。それ以外の場合は，異議申立は，却下する（Art.101(2)EPC）。異議部は，異議申立の手続中に特許所有者が

した補正を考慮した上で，特許及びそれに係る発明が，本条約の要件を満たしていないと認める場合は，その特許を取

り消す（Art.101(3)(b)EPC）。 
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正である必要があります（Art.123(3) EPC、Rule 80、Guidelines Part D-IV-5.3 参照）。 
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